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第二次世界大戦末期、広島市への原爆投下から３日後、

１９４５年（昭和20年）の８月９日、木曜日。

アメリカ軍は、原爆投下の第一目標を福岡県小倉市、第二目標を長崎市として作戦開始。

午前9時44分、投下目標である小倉上空へ到達。

しかし、アメリカ軍は目視による投下目標確認に3度失敗し、その間に天候が悪化、
日本軍による攻撃が始まり、目標を長崎市に変更して小倉市上空を離脱しました。

長崎市は朝から警戒警報が出ており、多くの市民が一旦は避難しました。

しかし、午前10時過ぎには解除され、大半の労働者・徴用工・女子挺身隊は、

軍需工場の作業に戻りました。市民はいつもと同じ朝を迎えていました。

広島の新型爆弾の惨状を聞いた長崎県知事は、
同じ爆弾が長崎に落とされる恐れもあるとして、9日、県防空本部で会議を開始。

その会議が始まった途端に原子爆弾が投下されました。

午前11時に「長崎市民は全員退避せよ」とラジオの臨時ニュースが流れました。

「全員退避」とラジオが叫ぶ中、原爆投下と同時に音声は途絶えました。

午前11時02分、アメリカ軍の投下した原子爆弾は、

長崎市浦上地区の上空、高度500メートルで核分裂爆発を起こしました。

爆心地が長崎市の中心から3ｋｍ離れていたことと、山による遮蔽があり

広島市ほどの壊滅的な事態にはなりませんでした。

当時の長崎市の人口は、約24万人。

亡くなった人は、
昭和20年12月末までに７万４千人と言われています。

８月１５日、昭和天皇はラジオで敗戦を国民に知らせ、

９月２日、日本はポツダム宣言を受諾し、連合国に降伏しました。










	８月６日の人事院との交渉で、人事院総裁は次のとおり回答を示しました。（概要）

１．勧告日
　８月１０日となる予定である。

２．月例給
　官民格差は、０.２％弱のマイナスとなる見込みである。

　この格差を解消するため、55歳に達した年度の翌年度から俸給月額の支給額を１.５％減額する措置を取る。ただし、行政職（一）５級以下の職員を除く。

　この措置による格差解消分を除いた残りのマイナス格差を解消するよう、４０歳代以上の職員の俸給月額を０.１～０.２％引下げ改定を行う。
	
	
	３．一時金
　年間支給月数を０.２月分引下げ、３.９５月分となる見込みである。




















































































































































一瞬の白熱、同時に高熱と爆風の�EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 13(うず),渦)�、そして、炎が街を走りました。


そして数時間後、放射能を帯びた「黒い雨」が逃げ惑う市民に降りそそぎました。やがて動く者もない死の空間が広がりました。 �　この廃墟から「ヒロシマ」「ナガサキ」は生まれました。 �　このような非人道的兵器を再び許してはならない－その思いを世界に広めるために「広島」は「ヒロシマ」に、「長崎」は「ナガサキ」に変わったのです。












































＝人事院総裁に次のとおり見解を表明＝


２年連続の月例給の引下げと一時金の大幅な引下げは、生活に大きな影響を与えるものであり極めて不当な勧告である。50歳台後半層の給与引下げ措置は、当初の対象が縮小されたとはいえ、給与制度上の問題が何ら解消されておらず、我々の納得を得ないまま勧告を強行するのは、極めて遺憾であり強く抗議する。政府に対し、勧告の取扱いに当たり、十分に交渉し合意することを求める。














津別町でも二つの団体が助成をいただきました


・2009年度　津別町手をつなぐ育成会　（会長　新鞍忠信さん）


